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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、継続的な企業価値向上のため、コーポレートガバナンスを重要課題と認識しており、透明性の高い健全なコーポレートガバナンス体制の
整備及び企業倫理の構築に向け、鋭意改善努力を行っています。また、遵法の精神に基づき、コンプライアンスの徹底、経営の透明性と公正性の
向上及び環境変化への機敏な対応と競争力の強化を目指しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．いわゆる政策保有株式】

当社は、取引先との円滑かつ長期的な関係の構築等、保有することが経営上の合理的と判断できる場合に限り、いわゆる政策保有株式を保有す
るものとします。そして、このように政策保有株式を保有するもので主要なものについては、継続的に保有をすることにつきその保有目的・経済合
理性について毎年取締役会で検証します。当社は、政策保有株式を保有する場合には、その議決権行使については個別に判断します。なお、当
社は、個々の株式に応じた判断が必要なため、現時点では統一的な議決権行使基準を設けていません。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社は、取締役および執行役員が当社と利益相反の可能性がある取引を行う場合は、法律上の要否を問わず、取締役会での決議を必要として
います。当該取引が承認された場合において、取引条件および取引条件の決定方針等については、必要に応じて、株主総会招集通知や有価証
券報告書等で開示しています。

【原則３－１．情報開示の充実】

（１）当社は、当社の目指すところとして、「SIOS is Innovative Open Solutions」を掲げ、中期経営計画とともに当社ホームページ

（http://www.sios.com/ir/）に掲載しています。

（２）当社は、コーポレートガバナンスの基本方針を当社ホームページ（http://www.sios.com/ir/）、コーポレートガバナンス報告書及び有価証券報
告書に記載しています。

（３）取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、株主総会の決議による取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬総額の限度内
で、取締役報酬規程に基づき、会社の業績や経営内容、経済情勢等を考慮し決定しています。ただし、独立社外取締役の報酬は、業務執行から
独立した立場であることから、固定報酬としています。監査等委員である取締役の報酬は、株主総会の決議による監査等委員である取締役の報
酬総額の限度内で、監査等委員である取締役の協議により決定しています。

（４）取締役会は、取締役候補者を、企業経営者等の実践的な視点を持つ者、および、社会・経済動向などに関する高い見識に基づく客観的かつ
専門的な視点を持つ者から選任しています。執行役員の選任については、マネジメント能力評価と業績評価を踏まえて代表取締役が取締役会に
執行役員候補者として推薦し、取締役会で審議決定しています。

(５)取締役候補者の選任理由については、株主総会招集通知にて開示しています。

【補充原則４－１－１】

当社は、経営の意思決定・監督機関としての取締役会と、その意思決定に基づく業務執行体制としての執行役員制度を設け、経営の意思決定と
業務執行の分離の確立を図っています。その概要については、有価証券報告書やコーポレートガバナンスに関する報告書等にて開示していま
す。取締役会は、法令及び定款に定められた事項、当社及びグループ会社の重要事項等を決定しています。また、当社は、決裁権限基準等に基
づき、取締役会、代表取締役、執行役員等の意思決定機関及び意思決定者に対して、決裁・承認等に関する権限を明確に定めています。

【原則４－８．独立社外取締役の有効な活用】

当社は、取締役７名中３名が独立社外取締役であり、独立社外取締役が３分の１以上を構成しています。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

取締役会は、東京証券取引所が定める独立性基準を当社の独立性判断基準とし、独立社外取締役の候補者を選定しています。

【補充原則４－11－１】

当社は、実質的な議論を活発に行うため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の人数として８名まで、監査等委員である取締役の人数とし
て５名までが適切であると考え、その旨定款に定めています。

取締役候補者については、企業経営者等の実践的な視点を持つ者、および、社会・経済動向などに関する高い見識に基づく客観的かつ専門的な
視点を持つ者から選任しています。

上記の方針を踏まえ、代表取締役が取締役候補者の選任案を作成し、取締役会で決議のうえ株主総会に付議することとしています。

【補充原則４－11－２】

現在、他の上場会社の役員を兼任する取締役はいません。このため、取締役はその期待される役割、責務を適切に果たす十分な時間と労力を確
保しています。



【補充原則４－11－３】

当社は、取締役・監査役の全員を対象に「取締役会評価の実施のための自己評価アンケート」を実施し、取締役会についての実効性に関する分
析・評価を行いました。その評価結果の概要は、以下の通りです。

１．評価方法

　当社は、2016年12月期の取締役（５名）および監査役（３名）全員を対象に、５段階方式の記名方式のアンケートを実施しました。質問の項目は
以下の通りです。

　①取締役会の構成　②取締役会の運営　③取締役会における審議　④取締役会の役割　⑤役員間のコミュニケーション　⑥独立社外役員に対
する情報提供　⑦株主およびステークホルダーとの関係充実　⑧総合評価

　アンケートの結果を踏まえ、取締役会において議論を行い、当社取締役会の実効性について評価しました。

２．分析および結果の概要

　　当社の取締役会はバランスよく構成され、自由闊達な意見交換や多角的な議論により、取締役会が担う役割を果たしていることから、その実効
性を確保できていると判断しました。

　当社は、取締役会が当社の持続的な成長と企業価値向上につながる役割を果たすよう継続的に評価を行い、取締役会の機能強化及び改善を
していきます。

【補充原則４－14－２】

当社は、取締役の全員を対象として、各人の知識・経験・要望に応じて、会社の事業・財務・組織等に関する必要な知識および取締役に求められ
る役割と責務（法的責任を含む）等をテーマとした研修会を、毎年、株主総会終了後に実施しています。

また、当社は、当社の執行役員及び当社子会社の取締役・監査役・執行役員を対象として、取締役・監査役・執行役員に求められる役割と責務
（法的責任を含む）等をテーマとした研修会を、毎年、最低年１回実施しています。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主からの対話の申し込みに積極的に対応しており、個別面談および決算説明会を開催しています。当社は、対話において把握された
株主の意見を執行役員にフィードバックし、中長期的な企業価値の向上に取り組んでいます。当社は、このような取り組み状況について、コーポ
レートガバナンスに関する報告書において開示しています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社大塚商会 1,593,300 17.95

テンプスタッフ株式会社 1,500,000 16.90

喜多エンタープライズ株式会社 920,000 10.36

日商エレクトロニクス株式会社 746,300 8.40

喜多伸夫 258,900 2.91

株式会社SBI証券 195,800 2.20

富士通株式会社 110,000 1.23

高橋典正 108,400 1.22

近藤進一 100,000 1.12

大塚厚志 84,600 0.95

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

＊大株主の状況は、2016年12月31日現在です。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 12 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満



直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

福田　敬 他の会社の出身者 △

古畑　克巳 公認会計士

長谷川　紘之 弁護士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



福田　敬 　 ○ ―――

IT業界において経営の経験が豊富であり、社

外取締役として当社の経営に対し的確な助言

をいただけるものと判断しています。

同氏は過去、日商エレクトロニクス株式会

社の業務執行者でしたが、現在は業務執行者

ではなく、同氏と同社の取引はありません。

同氏は当社の株主でありますが、同氏と当社と
の間に人的関係、その他の利害関係はありま
せん。

また、客観性と中立性を重視される社外取締

役として取締役会の意思決定の妥当性・適正

性を確保するための助言・提言を行っており、

東京証券取引所が定める一般株主との利益相
反の生じるおそれがあるとされる事項に該当し
ておらず、独立性を有しています。

なお、同氏がこれまで当社の業務執行取締役・
使用人であったことはありません。

古畑　克巳 ○ ○ ―――

公認会計士としての豊富な経験と専門的見識
により、客観的かつ公正な判断をいただけるも
のと判断しています。

また、同氏及び同氏が代表を務める株式会社
fellowと当社の間には、特別な利害関係・資本
関係・取引関係はなく、一般株主と利益相反を
生じる恐れがないことから、独立役員に指定し
ています。

なお、同氏がこれまで当社の業務執行取締役・
使用人であったことはありません。

長谷川　紘之 ○ ○ ―――

弁護士としての専門的な知識・経験に基づき、
当社グループの監査体制の強化に活かしてい
ただけるものと判断しています。

同氏は、当社が法律顧問契約を締結していた
法律事務所に所属していましたが、同事務所と
の法律顧問契約は平成28年２月末日をもって
解約しました。同氏は、当社または当社の特定
関係事業者から、当社監査役としての報酬を
除き、金銭その他の財産を受けていません。

なお、同氏がこれまで当社の業務執行取締役・
使用人であったことはありません。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締

役及び使用人の有無
なし

現在の体制を採用している理由

常勤の監査等委員を設置し、取締役会のほか、社内の重要会議への出席などにより、充分な監査および経営監視ができる体制が整っていると判
断しています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会、会計監査人、内部監査室は相互に連携を図り効果的な三様監査の実現に努めています。

監査等委員会は、会計監査人から監査の基本方針及び計画並びに期中及び期末の監査結果報告を受け、必要に応じ意見及び情報交換を行う
こと等により連携の強化に努めています。また、会計監査人の監査の品質管理体制についても説明を受け確認しています。

監査等委員会は内部監査室から業務全般にわたる監査の結果、財務報告に係る内部統制の有効性の評価結果について報告を受ける等、緊密
な連携を保ち効率的な監査の実施に努めています。

【任意の委員会】



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

中長期的な業績向上と企業価値向上に対する貢献意欲を高めることを目的としています。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

当社グループの中期経営計画における業績目標の達成及び持続的な企業価値向上に対する意欲を高めるため、インセンティブプランとして発行
しています。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2016年12月期における当社取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりです。

取締役に支払った報酬の総額 75,072千円（うち社外取締役２名に9,900千円）

監査役に支払った報酬の総額 18,634千円（うち社外監査役３名に6,634千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬は、株主総会の決議による取締役の報酬総額の限度内で、取締役報酬規程に基づき、会社の業績や経営内容、経済情勢等を考
慮し決定しています。ただし、独立社外取締役の報酬は、業務執行から独立した立場であることから、固定報酬としています。

【社外取締役のサポート体制】

取締役会は、経営企画部が事務局となり、取締役に対し、決議事項及び報告事項等に関する資料を事前配布するとともに、社外取締役から問合
せがあった場合には迅速に対応する体制としています。

監査等委員会は、年初に監査計画を取締役会で説明するとともに、必要に応じて監査の状況を報告しています。

また、監査等委員会に監査等委員でない社外取締役もオブザーバーとして参加しており、常勤監査等委員から社外監査等委員に対して、執行役
員会及び経営会議等での討議内容、内部監査室の活動状況、部門責任者等から得た情報を報告し、社外取締役による会社の状況把握が的確
に行える体制としています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

＜業務執行＞

当社の取締役会は、７名の取締役（うち監査等委員である取締役３名）で構成されています。取締役会は原則として毎月１回開催しており、必要に
応じて臨時取締役会を開催しています。取締役会では重要事項は全て付議され、業績の進捗についても報告を受け、対策等について討議してい
ます。また、意思決定機関である取締役会とは別に審議機関として常勤取締役及び執行役員等で構成する執行役員会及び経営会議を月１回開
催し、各部門の状況や損益計画の進捗を確認するとともに、経営全般の重要事項の情報共有を行っています。



＜監査・監督＞

内部監査の専任部門として、当社の内部監査体制全般を所管する内部監査室があります。内部監査室は、年次監査計画に基づき業務活動全般
にわたる監査を実施しており、監査結果は、代表取締役及び監査等委員会に報告され、改善指導を実施しています。

監査等委員会と内部監査室は緊密に連携をとっており、会計監査人との情報共有を図るなど効果的な三様監査の実現に努めています。

会計監査については、独立した会計監査人である新日本有限責任監査法人があたっており、当社の会計監査を執行した公認会計士は、指定有
限責任社員、業務執行社員である森田高弘氏及び江下聖氏です。なお、両氏とも継続監査年数は７年以内です。当社の会計監査業務に関わる
補助者は、公認会計士31名、その他27名です。　

監査等委員会は会計監査人から監査方針及び監査計画を聴取し、期末監査の結果報告を受けるとともに、必要に応じて適宜意見交換を行い、
相互連携を図り、監査の実効性と効率性の向上に努めています。

また、取締役会は、業務執行の監督機能及び適切なリスクテイクを支える環境の整備を行い、取締役会での適切な意思決定を図るとともに、監督
機能の一層の強化を図ることを目的に、経験や専門性が異なる社外取締役を３名選任しています。

＜指名＞

当社は、実質的な議論を活発に行うため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の人数として８名まで、監査等委員である取締役の人数とし
て５名までが適切であると考え、その旨定款に定めています。

取締役候補者については、企業経営者等の実践的な視点を持つ者、および、社会・経済動向などに関する高い見識に基づく客観的かつ専門的な
視点を持つ者から選任しています。

上記の方針を踏まえ、代表取締役が取締役（監査等委員である取締役を除く。）および監査等委員会の同意を得た監査等委員である取締役候補
者の選任案を作成し、取締役会で決議のうえ株主総会に付議することとしています。

＜社外取締役＞

社外取締役の役割は、経営者が会社運営において充分な検討の上に意思決定をしたのかどうか、重要な案件について議論が尽くされたうえで決
定されているのかを監督することであると考えています。選任にあたっては、経営者としての経験、専門家としての知見に基づき、当社グループの
職務執行の監督機能の維持・向上のため、独立性が確保できる社外取締役を選任しています。

＜報酬決定＞

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、株主総会の決議による取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬総額の限度内で、
取締役報酬規程に基づき、会社の業績や経営内容、経済情勢等を考慮し決定しています。ただし、独立社外取締役の報酬は、業務執行から独立
した立場であることから、固定報酬としています。監査等委員である取締役の報酬は、株主総会の決議による監査等委員である取締役の報酬総
額の限度内で、監査等委員である取締役の協議により決定しています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

会社の価値を最大化するには、経営者が健全かつタイムリーでスピーディな意思決定を行い、それに基づき業務執行を行うことが基本です。ま

た、それらを監督する機関が必要であり、そこにコーポレートガバナンスの必要性があると認識しています。

当社は、執行役員制を導入し、業務の監督機能と執行機能を分けています。監督機能の有効性を高めるために、社外において充分な経営経験

と見識を有した社外取締役に客観的な立場から経営判断を行っていただくことが最善と考え、取締役会の構成は７名中３名が社外取締役とする

体制としています。また、当社は監査等委員会設置会社制度を採用し、監査等委員である取締役３名中２名が社外取締役であり、公正性を高めて
います。

なお、当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）との間において、会社法第423条第１項の損害賠
償について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結して
います。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2017年の第20期定時株主総会においては、開催日の19日前である３月10日に発送しまし
た。

集中日を回避した株主総会の設定 第20期定時株主総会の開催日は、2017年３月29日でした。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使ウェブサイトを利用によ
り可能です。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページ
（http://www.sios.com/ir/）上で公表しています。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回定期的に開催しています。 あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ（http://www.sios.com/ir/）に決算短信、決算説明会資

料、その他適時開示資料等を掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、「誠実・Integrity」を取締役及び使用人が共有する価値観であるSIOS Valuesのひ

とつと定め、SIOS Valuesの浸透に向けた活動を通じ、高い倫理性を持った企業風土の醸

成に努めています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（業務の適正を確保するための体制）

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、「誠実・Integrity」を、取締役及び使用人が共有する価値観であるSIOS Valuesのひとつと定め、SIOS Valuesの浸透に向けた活動を通

じ、高い倫理性を持った企業風土の醸成に努める。

・当社は、コンプライアンス規程を制定するとともに、社長を委員長とし、監査等委員及び内部監査室を特別委員とするコンプライアンス委員会を
設置する。当該委員会は、コンプライアンス体制の確立・強化に向けた施策を立案・実施するとともに、コンプライアンスに関する課題・対応状況に
ついて取締役会に報告する。

・当社は、公益通報者保護規程を制定し、従業員からの通報を受ける社内の通報窓口を当社の法務部に、社外の通報窓口を社外の法律事務所
内（弁護士）に設置する。また、公益通報者保護法の趣旨を踏まえて、より広い範囲で通報処理体制を設け、その運用について周知徹底を図り、
法令及び定款の違反またはそのおそれのある事実の早期発見に努める。

・取締役は、重大な法令違反、その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、速やかに監査等委員会に報告し、遅滞なく取締
役会において報告する。

・内部監査室は、監査等委員会との連携を図り、取締役の職務の執行の法令及び定款の適合状況を監査し、監査結果を代表取締役社長及び監
査等委員会に報告する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程及び情報セキュリティ管理規程等に基づき、適切に保存し、管理する。

・取締役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・各部門は、様々な業務の運営に係る種々のリスクの識別、分析、評価を行い、優先的に対応すべきリスクを選定し、その対応策を立て、それを実
施する。

・内部監査室は、各部門のリスク管理の状況を監査し、監査結果を代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。

・経営に重大な影響を及ぼす不測の事態が発生又は発生するおそれが生じた場合の体制と対策組織の編成方針を定める。

・不測の事態が発生した場合には、前号(３)の方針の定めに基づき、損害の拡大を防止し、これを最小限にとどめる体制を整える。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社は、執行役員制度を導入し、取締役会が選任した執行役員に対し、執行役員規程等に定められた範囲で職務の執行を委任し、取締役会及
び取締役がその職務の執行を監督し、責任を負う。当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員共に任期を１年とすること
で、変化と競争の激しい経営環境に機敏に対応する体制をとる。

・取締役会は、経営上重要な事項について、取締役及び執行役員から定期的に経営状況等の報告を受けることにより、取締役及び執行役員の職
務の執行が、関係法規に照らし、善良なる管理者の注意義務を尽くした適切な経営判断となるよう監督する。

・取締役会は、全社的な目標として年度予算及び方針を決定し、取締役及び執行役員による業務執行を監督する。

・取締役及び執行役員は、目標達成に向け、迅速な意思決定及び機動的な業務執行を行うよう努める。

・取締役及び執行役員は、取締役会で目標達成に向けた進捗状況を報告し、取締役会は必要に応じ、目標を修正する。

・取締役及び執行役員、その他重要な使用人の業務執行の権限及び責任を明確にするため、職務分掌に関する規程を整備し、組織間の適切な
役割分担と連携を図る。

（５）会社並びに親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社子会社に対する管理及び監視体制

　当社は、関係会社管理規程を制定し、原則として経営管理部が子会社を管理するとともに、各子会社に取締役及び監査役を派遣し、業務の適
正を監視する。

・当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は、当社子会社における経営上重要な事項について、関係会社管理規程に則り、当社取締役会若しくは当社代表取締役社長による承認又
は報告を義務付ける。

・当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 当社は、当社子会社において、経営に重大な影響を及ぼす不測の事態が発生又は発生するおそれが生じた場合の体制と対策組織の編成方

針を定める。

ロ. 当社は、当社子会社において不測の事態が発生した場合には、前号①の方針の定めに基づき、損害の拡大を防止し、これを最小限にとどめ

る体制を整える。

ハ. 当社の内部監査室は、当社子会社のリスク管理の状況を監査し、監査結果を当社代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。

・当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、連結ベースで年度予算を策定し、その進捗状況は当社取締役会に報告され、取締役会は適時適切に監督を行う。

・当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ. 当社は、当社のコンプライアンス規程に基づき、当社子会社に対しても、当社と同様のコンプライアンス体制を運用するよう監督する。

ロ. 当社の内部監査室は、監査等委員会との連携を図り、当社子会社の取締役、執行役員及び使用人の職務の執行の法令及び定款の適合状況

を監査し、監査結果を当社代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。

（６）当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役
からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性に関する事項

・当社の監査等委員会が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、当該使用人を配置するものとする。

・配置に当っての具体的な内容（使用人の任命、異動、人事考課、賞罰等）については、当社の監査等委員会の意見を尊重した上で行うものとし、
当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保するものとする。

・この場合、当該使用人は監査補助業務に関しては当社の監査等委員会の指示命令に従うものとする。

（７）当社の監査等委員会への報告に関する体制

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、法定の事項、当社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項やその



経過報告が必要な事項について、直接若しくは業務上の報告体制に基づき、速やかに当社の監査等委員会に報告する。

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人は、当社の監査等委員会が職務の執行に必要な情報の提供を求めた
場合には、速やかに対応する。

・当社子会社の取締役、監査役、使用人又はこれらの者から報告を受けたものが当社の監査等委員会に報告をするための体制

イ. 当社子会社の監査役は、当社の監査等委員会と報告会を設け、情報の共有化を図る。

ロ. 当社の監査等委員は、子会社の監査役を兼務若しくは子会社の取締役会にオブザーバーとして出席することができるものとする。

ハ. 当社の監査等委員会は、直接又は当社のコンプライアンス委員会を通じて、当社子会社の取締役、監査役、使用人又はこれらの者から報告

を受けた者から、必要に応じて、随時報告を受けることができるものとする。

（８）当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・当社は、公益通報者保護規程を制定し、直接又はコンプライアンス委員会を通じて当社の監査等委員会へ報告を行った当社及び当社子会社の
取締役及び使用人、又はこれらの者から報告を受けた者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知
徹底する。

（９）当社の監査等委員会の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・当社は、当社の監査等委員会が職務を執行する上で必要な費用の前払い等の請求をしたときは、明らかに当該監査等委員会の職務の執行に
必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を支払うものとする。

（１０）その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・当社の監査等委員会は、年間の監査計画を策定し、取締役会に報告するとともに、当該監査の実効性の確保のための必要な施策の実施を取
締役（監査等委員である取締役を除く。）及び取締役会に対して求めることができるものとする。

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、当社の監査等委員会の監査計画に基づく監査が効率的に実施されるよう、必要に応じて
担当部署に対して指示を行うものとする。

・監査の実効性を確保するため、当社は、以下の方針に基づき、監査等委員会監査の環境整備に努める。

イ. 当社の監査等委員会が当社代表取締役社長と定期的に意見交換を実施できること

ロ. 当社の監査等委員が監査において必要な社内会議へ出席する機会を不当に制限されないこと

ハ. 当社の監査等委員会の過半数は社外取締役とし、監査等委員会の独立性及び透明性を確保する。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

当社では、上記基本方針に掲げた体制を整備し、その基本方針に基づき以下を実施しました。

(１) 職務執行の適正及び効率性の確保に対する取り組みの状況

・当社では、取締役４名のうち２名は社外取締役、監査役３名のうち２名は社外監査役であり、経営監視機能の客観性及び中立性は十分確保され
る体制となっています。取締役会は26回開催され、当社と利害関係を有しない社外取締役、社外監査役が出席し、取締役の職務執行の適法性を
確保し、適正性及び効率性を高めることに努めました。また、内部監査室は部門に対する監査を実施しており、監査の結果を代表取締役社長及
び監査役に報告し、代表取締役社長は部門の責任者に対し指摘事項の改善を指示し、内部監査室は改善状況をモニタリングしています。

(２) コンプライアンスに対する取り組みの状況

・当社及び当社子会社の取締役及び使用人に向けて、コンプライアンスの重要性に関するメッセージを社員集会等で発信し、コンプライアンス委
員会を適宜開催するとともに、情報セキュリティ、インサイダー取引防止、ハラスメント対策等、法令の遵守に関する社内研修を実施し、コンプライ
アンス意識の向上に取り組みました。

(３) 当社グループにおける業務の適正の確保に対する取り組みの状況

・当社子会社の経営管理につきましては、関係会社管理規程に従い、経営管理部にて子会社の経営管理体制を整備・統括するとともに、当社か
ら各子会社に取締役及び監査役を派遣し業務の適正を監視しています。また、内部監査室は子会社に対する監査を実施しており、監査の結果を
代表取締役社長及び監査役に報告し、代表取締役社長は子会社の社長に対し指摘事項の改善を指示し、内部監査室は改善状況をモニタリング
しています。

(４) 監査の実効性の確保に対する取り組みの状況

・監査役は取締役会等の重要な会議への出席、代表取締役との定期的な意見交換、会計監査人及び内部監査部門との連携等により、監査の実
効性の向上に努めています。監査役会は29回開催され、監査に関する重要な事項について協議・決議を行いました。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１） 反社会的勢力排除に向けた体制

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、法令、社会的規範等の遵守を謳ったコンプライアンス規程を制定するとともに、反社会的勢力排除規程を設け、反社会的勢力及び団体と
の関係遮断を掲げ、関係排除に取り組むものとする。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

イ. 当社は、反社会的勢力排除規程において、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、企業活動の健全な発展を阻害する反社会的勢力や団体と

の関係を完全に遮断し、不当な要求には応じないことを明示するものとする。

ロ. 日常の管理は経営管理部が担当する。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


